
山梨県放課後子供教室推進事業費補助金交付要綱  

  

（通 則）   

第１条 山梨県放課後子供教室推進事業費補助金（以下「補助金」という。）は、予算の 

範囲内において交付するものとし、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第 

２５号。以下「規則」という。）の規定によるほか、この要綱の定めるところによる。  

  

（交付の目的）  

第２条 この補助金は、放課後等における子供たちの安全で健やかな居場所づくりを推進

することを目的とする。  

  

（交付の対象）  

第３条 この補助金は、平成２１年３月３１日２０文科生第８１１７号、文部科学大臣裁

定「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱」（以下「交付要綱」とい

う。）第２２条の規定に基づき定められた、「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助

金実施要領（学校を核とした地域力強化プラン）」の「２．事業の内容」に規定する教

育支援活動等（放課後子供教室）を市町村が実施するために必要な経費のうち、交付要

綱第４条別記に定めるところにより、教育長が認める経費について、予算の範囲内で補

助金を交付する。  

  

（交付額の算定方法）  

第４条  

１ この補助金の交付額は、別表の第２欄に定める基準額の合計額と第３欄に定める対象

経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額の合計額とを比較して少ない方

の額に、３分の２を乗じて得た額の範囲内とする。ただし、算出された額に１，０００

円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。  

２ 新型コロナウイルス感染症対策のための交付額は、別表の第２欄に定める基準額に従

い、第３欄に定める対象経費の定額（１０分の１０）の範囲内とする。ただし、算出さ

れた額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

   

（交付の条件）  

第５条 規則第６条の規定による補助金交付の条件は、次の各号とする。 

（１） 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、変更承認申請書（第４

号様式）により教育長の承認を受けなければならない。 

（２） 事業を中止し、又は廃止する場合には、中止（廃止）承認申請書（第５号様式）

により教育長の承認を受けなければならない。 



（３） 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけれ

ばならない。 

（４） 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書（第１号様式）を

作成し、これを事業完了の翌年度から起算して５年間保管しておかなければなら

ない。 

（軽微な変更の範囲）  

第６条 前条（１）に規定する軽微な変更は、補助目的の達成に支障をきたさない事業計  

画の細部の変更であって、補助金の額の増額を伴わないものをいう。  

  

（財産処分の制限）  

第７条 市町村長は、補助事業により取得し、又は効用の増加した機械及び器具（以下  

「取得財産等」という。）については、教育長が補助金交付の目的及び減価償却資産の  

耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）を勘案して別に定める期間 

（以下「財産処分制限期間」という。）を経過するまでは、教育長の承認を受けない

で、取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、棄

却し、又は担保に供してはならない。  

２ 市町村長は、前項の承認を受けようとする場合は財産処分承認申請書（第６号様式）  

を教育長に提出し、その承認を受けなければならない。  

３ 教育長は、第１項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補助金の

うち取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、棄

却し、又は担保に供した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を

返還させるものとする。  

  

（交付申請）  

第８条 市町村長は、交付申請書（第２号様式）に関係書類を添えて、別に定める日まで

に教育長に提出するものとする。  

  

（交付の決定）  

第９条 教育長は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、その内容を審査

し、補助金の交付を決定したときは、速やかにその決定内容及びこれに条件を付した場

合にはその条件を交付の申請をした者に、補助金交付決定通知書（第３号様式）を送付

するものとする。  

  

（補助金の概算払）  

第 10 条 教育長は、必要があると認める場合においては、概算払をすることができる。  

なお、この場合は、概算払い請求書（第７号様式）の提出を受けるものとする。  

  



（実績報告）  

第 11 条 この補助金の実績報告は、事業が終了した日若しくは廃止の承認を受けた日か

ら起算して１か月を経過した日又は補助金の交付を決定した年度の翌年度の４月１０日

のいずれか早い期日までに、実績報告書（第８号様式）に関係書類を添えて、教育長に

提出しなければならない。  

 

（補助金の額の確定）  

第 12 条 教育長は、前条の規定による実績報告の提出を受けた場合において、その内容

を審査し、補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適

合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、交付額確定通知（第９号様

式）を送付するものとする。  

  

（その他） 

第 13 条 新型コロナウイルス感染症対策に伴う手続きに用いる様式は、それぞれ（第１

号－１様式）（第２号－１様式）（第３号－１様式）（第４号－１様式）（第５号－１様

式）（第６号－１様式）（第８号－１様式）（第９号－１様式）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表  
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１ 放課後子供教室運営費  

  １教室当たりの基本額を２，０３７千円とし、市町村  

ごとの上限額を２，０３７千円×市町村実施教室数とす  

る。  

２ 運営委員会経費  

  上限を７７６千円とする。  

３ コーディネーター経費  

  実施校区においては、上限を９２５千円とし、市町村  

ごとの上限額を９２５千円×配置人数とする。  

  未実施校区においては、上限を２３１千円とし、市町  

村ごとの上限額を２３１千円×配置人数とする。  

４ 放課後子供教室備品整備費  

  １教室開設初年度１回の補助とする。  

  １教室当たりの上限額を２１０千円とし、市町村ごと  

の上限額を２１０千円×市町村実施教室数とする。 

 

 

 放課後子供教室の

運営、実施のため

の備品の整備に必

要な経費(当該自治

体で認める会議費

以外の飲食物 

費、備品整備費の

うち施設整備費に

該当するものを除

く。)  

  

  

２／３  

 

５ 新型コロナウイルス感染症対策に伴う基準額は、上

の１～４の摘要とともに、謝金単価は７４０円を上限と

する。ただし、地域別最低賃金がこれを上回っている自

治体は最低賃金を上限とする 
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（附 則）  

１ この要綱は平成２６年８月２１日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

２ 山梨県放課後子どもプラン推進事業費補助金交付要綱は廃止する。 

 

（附則） 

 １ この要綱は、令和２年３月１２日から施行し、令和２年３月２日から適用する。 

 ２ この要綱の適用前に補助金の交付決定が行われた事業について、交付の決定が行わ

れた時の要綱を適用する。  

 


